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1 職場の働き方や従業員の抱える問題について定期的に把握している。 YES ・ NO・・・P.7

2 経営方針の中で「どのような働き方を目指すか」等を明示している。 YES ・ NO・・・P.8

3 従業員から働き方改革の取組について提案がある。 YES ・ NO・・・P.9

意識を変える

行動を変える

4 従業員の労働時間を把握している。 YES ・ NO・・・P.12

5 週休２日も取っており、年次有給休暇も取得しやすい。 YES ・ NO・・・P.13

6 時間外労働について、仕事の仕方を見直すことにより減少傾向にある。 YES ・ NO・・・P.14

7 突然の休みや柔軟な勤務時間に対応できる支援体制がある。 YES ・ NO・・・P.15

8 過去に発生した労働災害に学び、類似災害の発生が防げている。 YES ・ NO・・・P.18

9 ハラスメントが発生していない職場である。 YES ・ NO・・・P.19

10 ここ数年のうち、育児・介護を理由に離職した従業員はいない。 YES ・ NO・・・P.20

11 パート・アルバイトが短期間で離職することなく、継続して勤務している。 YES ・ NO・・・P.21

12 従業員が学び育つための仕組み・風土がある。 YES ・ NO・・・P.22

従業員を守り、育てる

企業の活動内容によっては、チェックしにくい項目があるかもしれませんが、まずはチェックしてみましょう。

NOにチェックが入った項目については、指定のページをご覧ください。

取り組める項目から始めましょう。

Check List

「働き方改革は必要だと思いますか？」
必要だと思う人は下のチェックリストを、必要だと思わない人は裏表紙をご覧ください。

ハンドブックの各ページで、
チェック項目につながる取組を紹介
（右ページをご覧ください）

まずはチェック1



各チェック項目に対し、４～７の取組のキーワードと、

３つのカテゴリーそれぞれで、12の取組事例を掲載！

チェック項目ごとのヒントや事例を参考にご紹介2

特にご紹介したい取組や面白い取組は、

詳細な取組方法を掲載しています。

食品製造業、食品流通業、外食・中食産業

それぞれの参考となる取組事例をご紹介！



人手の確保がこれまで以上に厳しくなります3

資料：2015年までは総務省「人口推計」（平成28年10月1日現在）、2020年以降は

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出

生中位・死亡中位仮定による推計結果

生産年齢人口は大幅に減少見込み
（2016年:約7700万人⇒2060年:約4300万人）

資料：厚生労働省｢一般職業紹介状況（平成30年1月分）について｣

有効求人倍率は年々増加
（2018年1月時点：1.6倍）

機密性○情報                                  ○○限り 

 問：働き方改革は必要だと思いますか（１つだけ選択）。（マネジメント層、従業員対象） 

 

 

 

 資料：働く人も企業もいきいき食品産業の働き方改革検討会｢食品産業における働き方に関するアンケート調査結果（2018）｣ 

 

食品産業のマネジメント層対象のアンケート回答者の約６割が、
「働き方改革は必要だと思うが、まだ取り組めていない。」

お問い合わせ先

 食品産業の働き方改革に関する全般的なご意見・ご質問

農林水産省 食料産業局 企画課

03-3502-5742（直通） （受付時間：平日 9:30～17:30）

 「食品産業の働き方改革早わかりハンドブック」の閲覧・ダウンロード

 働き方改革に関するご質問・ご相談

全国社会保険労務士会連合会・都道府県社会保険労務士会

0570-064-794（ナビダイヤル）（受付時間：平日 10:00～16:00）

※お近くの都道府県社会保険労務士会につながります。※携帯電話からもご連絡いただけます。

食品産業 働き方改革 検索 こちらのQRコードからも
ご覧いただけます。

食品産業では、他産業と比べ、

・勤務時間が長い、休みがとりにくい

・女性やパートタイム従業員が多い

・女性が多い割に管理職に占める女性の

割合が低い

・離職率が高い などの状況にあり、

働き方改革を必要としています。

機密性○情報                                  ○○限り 

 


